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           主     文 

   １ 控訴人の控訴に基づき，原判決中，割増賃金及び付加金の請求に関する 

    部分を次のとおり変更する。 

     被控訴人は，控訴人に対し，２７３万１６４５円並びにこれに対する

平成２４年１２月１１日から平成２９年７月７日まで年６分の割合によ

る金員及び同月８日から支払済みまで年１４．６％の割合による金員を

支払え。 

    ⑵ 被控訴人は，控訴人に対し，２７３万１６４５円及びこれに対する本 

     判決確定の日の翌日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

    ⑶ 控訴人のその余の請求をいずれも棄却する。 

   ２ 本件附帯控訴を棄却する。 

   ３ 訴訟費用は，第１審，差戻し前の控訴審，上告審（ただし，上告審判決

で訴訟費用の負担を命ぜられた部分を除く。）及び差戻し後の控訴審    

を通じてこれを１０分し，その９を控訴人の負担とし，その余を被控訴人 

    の負担とする。 

   ４ この判決は，１項 に限り，仮に執行することができる。  

             事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

 １ 原判決中，割増賃金及び付加金の請求に関する部分を次のとおり変更する。 

 ２ 被控訴人は，控訴人に対し，３６２万９７２５円及びこれに対する平成２４   

  年１２月１１日から支払済みまで年１４．６％の割合による金員を支払え。     

 ３ 被控訴人は，控訴人に対し，３６２万９７２５円及びこれに対する本判決確 

  定の日の翌日から支払済みまで年５％の割合による金員を支払え。 

第２ 附帯控訴の趣旨 

 １ 原判決中被控訴人敗訴部分を取り消す。 

 ２ 上記の部分につき，控訴人の請求をいずれも棄却する。 
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第３ 事案の概要 

 １ 本件は，被控訴人が運営する病院に医師として勤務していた控訴人が，①被

控訴人から平成２４年９月３０日付けで解雇されたが，同解雇は無効であると

主張して，雇用契約上の権利を有する地位にあることの確認を求めるとともに，

②同年１０月から本判決確定の日まで給与として毎月１２０万１０００円の支

払，③同年１２月支給分の賞与として１７２万円及びこれに対する支払日の翌

日である同月１１日から支払済みまで賃金の支払の確保等に関する法律所定の

年１４．６％の割合による遅延損害金の支払，④時間外の割増賃金４３８万１

８９２円及びこれに対する労働審判申立書送達の日の翌日である同年１１月２

８日から支払済みまで同法所定の年１４．６％の割合による遅延損害金の支払，

⑤労働基準法１１４条に基づき，付加金として上記割増賃金と同額及びこれに

対する本判決確定の日の翌日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による

遅延損害金の支払，⑥被控訴人による解雇等につき不法行為が成立すると主張

して，損害金として６４２万０３３７円及びこれに対する労働審判申立書送達

の日の翌日である同月２８日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による

遅延損害金の支払を求めた事案である。 

   差戻し前の第１審は，控訴人の割増賃金の請求について，５６万３３８０円

及びこれに対する遅延損害金の限度で認容し，付加金の請求について，１１万

２３３４円及びこれに対する遅延損害金の限度で認容し，その余の控訴人の請

求をいずれも棄却した。これに対し，控訴人が控訴し，被控訴人が附帯控訴し 

  た。 

   差戻し前の控訴審は，控訴人の控訴を棄却し，被控訴人の附帯控訴に基づき， 

差戻し前の原審認容額の弁済供託を理由に原判決中被控訴人敗訴部分を取り消

して，同部分に係る控訴人の請求をいずれも棄却した。これに対し，控訴人は，

上告及び上告受理の申立てをした。 

 最高裁判所は，上告を棄却し，上告受理の申立てを受理し，上告受理申立て
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の理由中，割増賃金及び付加金請求に係る部分を除いた部分を排除した上，差

戻し前の控訴審の判決中，割増賃金及び付加金の請求に関する部分を破棄し，

同部分につき，本件を東京高等裁判所に差し戻した。 

 したがって，当審における審判の対象は，控訴人の割増賃金及び付加金請求

である。 

 控訴人は，当審において，割増賃金の請求を３６２万９７２５円及びこれに

対する支払期日の後の日である平成２４年１２月１１日から支払済みまで年１

４．６％の割合による遅延損害金の支払請求に，付加金の請求を同額及びこれ

に対する本判決確定の日の翌日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害

金の支払請求に減縮した。 

２ 前提事実，争点及び当事者の主張は，次の点を改め，当審における被控訴人

の主張を後記３に付加するほかは，原判決の「事実及び理由」欄の「第２ 事

案の概要」の１及び２⑶に記載のとおりであるから，これを引用する。 

   原判決４頁２３行目の末尾に改行して，以下を加える。 

   「  割増賃金等の弁済 

     ア 被控訴人は，平成２４年９月２８日までに，控訴人に対し，時間外   

      の割増賃金として合計５７万５３００円を支払った。 

イ 被控訴人は，原判決の言渡し後，控訴人に対し，原判決で支払を命

じられた金員の弁済を提供したが，控訴人が拒絶したため，平成２７

年６月８日，差戻し前の第１審の認容した割増賃金元本額及びこれに

対する遅延損害金の合計７６万８２２５円並びに付加金部分１１万２

３３４円を弁済供託した。（乙２９）」 

⑵ 原判決１４頁３行目の「静脈認証」を「静脈認証システム」に改める。 

⑶ 原判決１４頁６行目の「また」から１４行目の末尾までを次のとおり改 

   改める。 

「ただし，控訴人が静脈未承認記載簿に退勤時刻を記載した後に呼出しを受
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けたなど，静脈未承認記載簿の退勤時刻と実際の退勤時刻が異なる場合も

あった。例えば，平成２４年７月２１日は，控訴人が一度は帰宅の準備に

入り，静脈未承認記載簿に「１９：００」と記載したが，その直後緊急手

術をすることになり，翌２２日午前零時５７分頃まで手術をした。また，

本件病院の電子カルテシステムは，パソコンを起動した後，個々の職員に

割り当てられたＩＤ・パスワードを入力して，電子カルテシステムにログ

インしてから，患者別の電子カルテにログインして使用するものであると

ころ，ログインについては，他の医師が控訴人のＩＤ・パスワードを使用

することはあり得ないから，少なくとも甲１７号証のログイン・ログアウ

ト記録のうちログインは，控訴人によるものであり，その時刻に勤務して

いたと認定すべきである。 

  もっとも，ログアウトについては，控訴人がこれを失念して，他の医師

がログアウトしたこともあり，通常，電子カルテの入力は長くても１回に

つき４０分から５０分程度であるから，１時間を超えてログイン状態が続

いている記録については，控訴人がログアウトを失念したものとして，１

時間以内のものは，控訴人がその時間勤務していたと認定すべきである。

また，控訴人が担当していた患者のカルテに対するログイン時には，ログ

インからログアウトまでの時間が１時間を超えるか否かを問わず，控訴人

が勤務していたと認定すべきである。そして，ログイン・ログアウト記録

からは，控訴人が出勤したことが明らかであるのに，静脈未承認記載簿に

記載をしていない日があるところ，この場合には，原則として，午前８時

３０分から午後５時３０分まで勤務したものと考え，ログイン記録がこの

時間外にある場合は，その時間に始業ないし終業したものとし，休日出勤

の場合は，ログイン・ログアウト記録の範囲内での労働時間を認定すべき

である。 

  以上を前提に，静脈未承認記載簿及びログイン・ログアウト記録から， 
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 控訴人の労働時間及び時間外の割増賃金を算出すると，別紙控訴人割増賃

金計算書記載のとおりとなり，時間外の労働時間は３２４．４２時間，割

加金を除いた合計１３４万３５２５円を控除すると，割増賃金の残額は３

６２万９７２５円となる。」 

  原判決１５頁１３行目の「静脈承認」を「静脈認証システム」に改める。     

⑸ 原判決１９頁１４行目から２０頁１行目までを次のとおり改める。 

  「エ 一部弁済 

      前提  

     加えて，付加金１１万２３３４円の弁済供託も，割増賃金の弁済とみる 

     べきである。」 

 ３ 当審における被控訴人の主張 

  控訴人が本件雇用契約においてした，本件時間外規程に基づき支払われる  

  もの以外の時間外労働等に対する割増賃金については，年俸１７００万円に 

  含まれる旨の合意（以下「本件合意」という。）は，時間外の割増賃金の請 

  求権を放棄する意思表示を含むから，控訴人は，割増賃金の支払請求権を放   

  棄した。                               

 ⑵ 控訴人と被控訴人は，本件雇用契約において，週５日勤務，１日の所定労 

  働時間は午前８時３０分から午後５時３０分まで（休憩１時間）を基本とす 

  るが，業務上の必要がある場合には，これ以外の時間帯でも勤務しなければ 

  ならない旨，その場合，本件時間外規程の定めによる旨合意したことが認め 

  られ，本件時間外規程においては，通常業務の延長とみなされる時間外労働 

  は，時間外手当の対象とならない旨，時間外手当の対象とする時間外勤務の 

  対象時間とは，勤務日の午後９時から翌日の午前８時３０分までの間及び休 

  日に発生する緊急業務に要した時間とする旨合意していた。 

    そうであれば，控訴人の年俸（賞与を除く部分）１４４２万円は，控訴人 
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  の年間法定労働時間である１９５２時間（２４４日間×８時間）分の労働の 

  対価及び年間出勤日２４４日間に関する午後５時３０分から午後９時までの 

  時間外労働の対価として合意されたものと合理的に解釈すべきである。 

    したがって，以下の計算式によって，通常の労働時間の賃金に当たる部分

と上記午後５時３０分から午後９時までの割増賃金に当たる部分は，容易に

算定することができる。 

    通常の労働時間 1442万円÷（1952時間＋854時間×1.25）×1952 ＝ 

            932万2020.2円 

上記割増賃金   1442万円÷（1952時間＋854時間×1.25）×（854時間

×1.25）＝509万7979.7円 

   そうすると，本件時間外規程に基づき支払われるもの以外の時間外労働等

に対する割増賃金を年俸１７００万円に含める本件合意に基づく，被控訴人

の控訴人に対する年俸の支払によって，控訴人の年間出勤日２４４日間の午

後５時３０分から午後９時までの時間外の割増賃金は，支払済みと評価され

るべきである。 

 ⑶ 被控訴人が原判決第２の２⑶の「被告の主張」で主張した点並びに原審及

び差戻し前の控訴審が控訴人の主張の大部分を採用しなかったことから，被

控訴人は，合理的な理由に基づき控訴人の割増賃金請求を争っている。 

    したがって，賃金の支払の確保等に関する法律６条２項，同法施行規則６ 

   条４号により，遅延損害金を年１４．６％とする同法６条１項の適用はない。 

    少なくとも，上記遅延損害金率の適用は，差戻し前の第１審及び控訴審が 

   認容した元金額５６万３３８０円に限られるべきである。 

  ⑷ 被控訴人は，控訴人の労働時間を管理しておらず，労働時間を知る余地は

ないこと及び上記のとおり，合理的な理由に基づき控訴人の割増賃金請求を

争っていることから，控訴人の割増賃金の請求に応じなかったことについて，

悪質であるとはいえないから，被控訴人に付加金を課すべきではない。 
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第４ 当裁判所の判断  

   当裁判所は，控訴人の割増賃金請求は，２７３万１６４５円及びこれに対  

する遅延損害金の限度で，付加金の請求は，同額及びこれに対する遅延損害金 

  の限度で理由があり，その余は理由がないものと判断する。その理由は，以下 

  のとおりである。 

１ 認定事実 

   次の点を改めるほかは，原判決の「事実及び理由」欄の「第３ 争点に対す 

   

   原判決２６頁１７行目の「９」の次に「，１７，１９の１～３」を加える。 

   原判決２７頁５行目の末尾に改行して，以下を加える。 

   「  本件合意（本件時間外規程に基づき支払われるもの以外の時間外労働

等に対する割増賃金については，年俸１７００万円に含まれる旨の合意）。

ただし，上記年俸のうち時間外労働等に対する割増賃金に当たる部分は

明らかにされていなかった。」 

  ⑶ 原判決２７頁１２行目の末尾に改行して，以下を加える。 

  「 控訴人は，平成２４年４月１８日，同月２０日，同年６月１０日及び同

月２２日に被控訴人病院において手術を担当したが，静脈未承認記載簿に

は出退勤の記載がない。」 

   原判決２７頁１８行目から２８頁１６行目までを削る。 

   原判決２８頁１７行目の「カ」を「オ」に改める。 

 ⑹ 原判決３０頁２行目から１０行目までを次のとおり改める。 

  「カ 割増賃金等の弁済 

      被控訴人は，平成２４年９月２８日までに，控訴人に対し，割増賃

賃金として合計５７万５３００円を支払った。 

 被控訴人は，原判決の言渡し後，控訴人に対し，原判決で支払を命

じられた金員の弁済を提供したが，控訴人が拒絶したため，平成２７
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年６月８日，差戻し前の第１審の認容した割増賃金元本額及びこれに

対する遅延損害金の合計７６万８２２５円並びに付加金部分１１万２

３３４円を弁済供託した。」 

 原判決３０頁１１行目の「ク」を「キ」に改める。  

 ⑻ 原判決３１頁４行目の末尾に改行して，以下を加える。 

  「  ログイン・ログアウト記録（甲１７）は，控訴人のＩＤ・パスワード

により，電子カルテシステムの患者別の電子カルテにログイン・ログア

ウトされた際の記録である。 

     控訴人は，電子カルテシステムにログインした後，ログアウトするこ

とを失念し，他の医師がログアウトしたことがあった。」 

２ 労働時間について 

  開始時刻について 

本件雇用契約における被控訴人の始業時刻は午前８時３０分であるから，

労働時間の開始時刻は原則として午前８時３０分と認めるのが相当である。 

   控訴人は，被控訴人により，午前８時３０分より前に回診等の診療行為を

指示されたと主張する。しかし，控訴人の陳述書(甲１０)には，控訴人が被

控訴人病院に就職することが内定した平成２４年３月下旬ころ，副院長から

「通常朝７時半から回診しています。」との説明を受けたが，これを聞いた

控訴人が事前の説明と異なることなどから困惑していたところ，「先生は自

分のペースで回診してください。必ずしも７時半からでなくて結構です。」

と言われたとの記載があるにとどまり，同記載をもって，被控訴人が控訴人

に対して午前８時３０分より前の就業を指示したと認定することはできない。

また，控訴人が午前８時３０分より前に回診を行っていたとの証拠もない。

したがって，控訴人の上記主張は採用できない。 

   また，控訴人は，外来診察日(火曜・水曜)には外来診察開始前に電子カル

テで病棟の患者の確認等をするために，午前８時半より前に出勤する必要が
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あった旨原審において供述する。しかし，控訴人の主張する出勤時間をみて

も，火曜・水曜の出勤時間は午前８時半の少し前頃であることが多く，かつ，

他の曜日より早い事実も認められないから，上記供述は採用することができ

ない。 

   ただし，控訴人は，陳述書（甲１０）及び原審における供述において，被

控訴人病院においては，毎月第１又は第２月曜日に午前８時５分か１０分か

ら朝礼があり，医師も出席を指示されていたと述べるところ，被控訴人はこ

れを争っていない。したがって，同朝礼への出席は業務指示に基づくものと

認められる。そこで，原則として第１月曜日(同日の静脈未承認記載簿の記載

による出勤時刻が午前８時を過ぎている場合は第２月曜日)は午前８時を労

働時間の開始時刻と認める。上記に該当するのは，平成２４年５月７日，６

月４日，７月９日，８月１３日及び９月１０日である。 

  終了時刻について 

   医師としての業務の性質からすれば，被控訴人の明示の指示がなくても，

患者の診療等のために終業時刻を超えて業務をする必要性が生じることは明

らかであるから，控訴人の労働時間の終了時刻については，退勤時刻とする。 

   

のとおりであるから，これを引用する。 

   なお，本件雇用契約に基づき，各出勤日の休憩時間は１時間と認める。 

  退勤時刻の認定について 

  ア 静脈未承認記載簿について 

 控訴人が出退勤の際に，その日時を静脈未承認記載簿（甲９）に記載

していたこと（原判決第３の３ ウ），記載当時，控訴人は同記載に基

づいて割増賃金の請求をしていたわけではなく，控訴人があえて事実と

異なる記載をする理由がないこと，被控訴人は，静脈未承認記載簿を毎

日回収し，確認していたこと（弁論の全趣旨），静脈未承認記載簿には
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控訴人以外の職員も記載している（甲９）から，他の職員が記載した前

後の時刻と矛盾するような記載をすることは困難であることを総合すれ

ば，静脈未承認記載簿の記載内容は信用することができるというべきで

ある。したがって，原則として，静脈未承認記載簿の記載のとおり，退

勤時刻を認定するのが相当である。 

 被控訴人は，被控訴人病院においては静脈認証システムにより労働時

間を記録していたのに，控訴人は，正規の手続を踏むことなく，静脈未

承認記載簿に出勤・退勤を記録していたものであり，静脈未承認記載簿

の信頼性は極めて低い旨主張する。 

しかし，被控訴人においては，職員の出退勤の確認は，原則として静

脈認証システムを用いて行われていた（甲８，乙１０，１８，原審証人

Ａ，同Ｂ）が，機械が作動しないなどの例外的な場合には，静脈未承認

記載簿に記載することも許容されていた（原判決第３の３ イ）上，控

訴人が，継続的に静脈未承認記載簿に出勤・退勤を記載していた（甲９）

のに，被控訴人が，控訴人に対し，静脈未承認記載簿への記載をやめて，

静脈認証システムを利用するよう求めた形跡はないから，控訴人が静脈

認証システムを利用しなかったことをもって，控訴人による静脈未承認

記載簿の記載の信用性が減殺されるということはできない。 

イ ログイン・ログアウト記録（甲１７）について 

 ログイン・ログアウト記録（甲１７）は，被控訴人病院内に設置され

たパソコンを使用して，控訴人のＩＤ・パスワードにより電子カルテシ

ステムにログインされた後，患者別の電子カルテにログイン・ログアウ

トがされた時刻の記録であるから，ログイン・ログアウト各時点で，控

訴人が被控訴人病院内にいたことを一応推認させるものといえる。 

  もっとも

テムは，ある医師がＩＤ・パスワードを入力して一旦ログインすれば，
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その医師によるログイン状態を利用して，他の医師が改めてＩＤ・パス

ワードを入力することなく患者別のカルテにログインすることができる

こと，被控訴人病院では，１つのパソコンを複数の医師が使用すること

があること，控訴人自身ログアウトを失念したことがあることを自認し

ていること，控訴人の主張する退勤時刻後，翌日の出勤時刻までの間に

ログインがされていることがあること(甲９)からすれば，ログイン・ロ

グアウト記録上のログイン・ログアウトを控訴人以外の医師が行ったこ

とがあると認められるから，ログイン・ログアウト記録による控訴人の

出勤時刻又は退勤時刻の推認力は，控訴人自らが記載した静脈未承認記

載簿の記載に劣るというべきである。 

 ただし，静脈未承認記載簿の記載中には，退勤時刻又は出勤時刻の片

方しか記載がないもの，控訴人が手術を担当していることから出勤した

ことが明らかなのに，記載がないもの( )があるから，

控訴人が静脈未承認記載簿への記載を失念することがあったことは明

らかである。したがって，ログイン・ログアウト記録は，静脈未承認記

載簿に記載がない場合の補充として，使用するのが相当である。 

 控訴人は，ログインについては，他の医師が控訴人のＩＤ・パスワー

ドを使用することはあり得ない，特に控訴人担当の患者のカルテにログ

インすることはあり得ない旨主張する。しかし，上記のとおり，控訴人

が電子カルテシステムにログインした後，ログアウトを失念したことが

あることは控訴人が自認するところ，その場合，当該パソコンを使用し

ようとする他の医師が，自己のＩＤ・パスワードでログインする手間を

省き，控訴人がログインしたままの状態を利用して患者のカルテを閲覧

することはあり得ること(乙１８，原審証人Ｂ)，実際，上記のとおり，

ログイン・ログアウト記録（甲１７）には，控訴人の主張する勤務時間

を前提とすると控訴人がログインしたとは考えられない記録があること，
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当直医師は，他の医師が担当する患者のカルテを閲覧する場合があり，

また，当直勤務において，別の医師が使用するパソコンを使用すること

は頻繁にあること( )に照らし，控

訴人の上記主張は採用できない。 

   ウ まとめ 

以上によれば，控訴人の退勤時刻は，静脈未承認記載簿により認め，静

脈未承認記載簿に退勤時刻の記載がないが，出勤したと認められるときは， 

原則として，午後５時３０分まで勤務したと認め，ログインの記録が午後

５時３０分以降である場合には，その時刻まで勤務したと認めるのが相当

である。なお，当直を行った場合は，３２時３０分まで勤務したとし，引

き続き就業した場合には，翌日午前８時３０分から勤務を開始したとする

のが相当である。 

   エ 個別判断 

     上記ウによる認定の例外又は控訴人の主張に対する個別判断は，以下の

とおりである(以下においては，平成２４年を省略し，月日のみを記載す

る。)。 

     ４月１８日，同月２０日，６月１０日及び同月２２日は，静脈未承認

記載簿に出退勤の記載がないが，控訴人は，各日，被控訴人病院におい

て手術を担当しているから，出勤したことは明らかである。そこで，上

記各日については，ログイン・ログアウト記録により，退勤時刻を認め

る。 

ただし，４月１８日の退勤時刻については，ログイン・ログアウト記

録によれば，被控訴人は，翌１９日の午前８時半まで勤務し，そのまま

１９日午前８時半からの勤務を開始したことになるが，当該手術の予定

時刻は１６時から１時間半であったこと(甲１９の１)，当直でもないの

にこのような徹夜勤務をした具体的な状況について立証が全くないこと，
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控訴人は，同日の徹夜勤務につき，本件時間外規定に基づいて超過勤務

の請求をしていないこと（弁論の全趣旨）及び前記のとおり，控訴人が

ログアウトを失念したパソコンを使用して，当直医が，入院患者のカル

テを閲覧した可能性があることに照らし，ログイン・ログアウト記録に

より，退勤時刻を認定することは相当とはいえない。４月１８日の手術

の予定が１６時から１時間半であったこと（甲１９の１）に鑑み，退勤

時刻は手術終了予定時刻の１時間後１８時３０分と認める。 

     ４月２９日，５月１０日，同月２４日，６月２１日，７月１６日及び

同月１９日は控訴人の休日であり，手術予定表に控訴人担当手術の記載

がなく（甲１９の１ないし３），静脈未承認記載簿にも出退勤の記載が

ない。ログイン・ログアウト記録には，ログイン・ログアウトの記録が

あるが，いずれもログイン時間が数分程度と短い(特に，６月２１日は午

前９時４１分にログインし，午前９時４８分にログアウトしたとの記録

が１回あるのみである。)。以上に加え，控訴人は，訴状においては，こ

れらの休日に出勤したと主張していなかったもので，出勤日の具体的な

状況について立証が全くないこと及び控訴人は，これらの休日出勤につ

き，本件時間外規定に基づいて超過勤務の請求をしていないこと（弁論

の全趣旨）を総合すると，ログイン・ログアウト記録により，控訴人が

これらの休日に出勤したと認定することはできない。 

     ７月１４日は，静脈未承認記載簿に退勤時刻の記載がない。しかし，

手術予定表(甲１９の４)によれば，控訴人は，同日２２時から３時間の

予定で手術を行ったことが認められること，控訴人は，本件時間外規程

に基づき，７月１５日付けで１１時間３０分の時間外勤務を申請し，時

間外労働手当を受領していること（弁論の全趣旨）から，退勤時刻は翌

１５日午前８時半（３２時３０分）と認める。 

     控訴人は，７月２１日は，一度は帰宅の準備に入り，静脈未承認記載
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簿に「１９：００」と記載したが，その直後緊急手術をすることになり，

午前零時５７分頃まで手術したと主張する。しかし，被控訴人は同事実

を否認しており，控訴人の上記主張を裏付ける的確な証拠はない。よっ

て，同日の退勤時刻は，静脈未承認記載簿の記載どおり，１９時と認め

る。 

     静脈未承認記載簿の８月２５日欄では，午後５時３５分につき出勤時

刻と記載されているが，ログイン・ログアウト記録によれば，同日の午

前中から控訴人が電子カルテシステムにログイン・ログアウトを行って

いたことが認められるから，上記記載は退勤時刻の誤記であると認めら

れる。 

   労働時間の認定 

によれば，４月から９月までの間の本件病院における医師

としての控訴人の勤務に係る始業時刻，終業時刻及び休憩時間は，別紙当審

認定割増賃金計算書記載の「出勤時間」，「退勤時間」及び「休憩時間」欄

記載のとおり，時間外の労働時間は２８９時間６分（２８９．１０時間）で

あると認められる。 

 ３ 時間外の労働時間に対する割増賃金額 

時間外の労働時間に対する基礎時給額算出の基となる賃金は，月額１２０万

１０００円（役付手当，職務手当，調整手当を含む。）であり（前提事実⑵オ），

所定労働時間の月平均時間が１６２時間４０分（１６２．６７時間）であるこ

とは争いがないから，基礎時給額は７３８３円となる。 

これを基礎として，前記時間外の労働時間に対する割増賃金を算出すると， 

  別紙当審認定割増賃金計算書記載のとおり，合計４０７万５１７０円となる。 

４ 管理監督者該当性及び当直勤務の断続的業務性について                 

  原判決の「事実及び理由」欄の「第３ 争点に対する判断」の３⑶ア及びイ 

  に記載のとおりであるから，これを引用する。 
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５ 本件合意による割増賃金の支払について 

   労働基準法３７条が時間外労働等について割増賃金を支払うべきことを使   

   用者に義務付けているのは，使用者に割増賃金を支払わせることによって， 

   時間外労働等を抑制し，もって労働時間に関する同法の規定を遵守させると 

   ともに，労働者への補償を行おうとする趣旨によるものであると解される 

   （最高裁昭和４４年（行ツ）第２６号同４７年４月６日第一小法廷判決・民     

   集２６巻３号３９７頁参照）。また，割増賃金の算定方法は，同条並びに政 

   令及び厚生労働省令の関係規定（以下，これらの規定を「労働基準法３７条 

   等」という。）に具体的に定められているところ，同条は，労働基準法３７ 

   条等に定められた方法により算定された額を下回らない額の割増賃金を支払 

   うことを義務付けるにとどまるものと解され，労働者に支払われる基本給や 

   諸手当（以下「基本給等」という。）にあらかじめ含めることにより割増賃 

   金を支払うという方法自体が直ちに同条に反するものではない。 

 他方において，使用者が労働者に対して労働基準法３７条の定める割増賃

金を支払ったとすることができるか否かを判断するためには，割増賃金とし

て支払われた金額が，通常の労働時間の賃金に相当する部分の金額を基礎と

して，労働基準法３７条等により定められた方法により算出された割増賃金

の額を下回らないか否かを検討することになるところ，同条の上記趣旨によ

れば，割増賃金をあらかじめ基本給等に含める方法で支払う場合においては，

上記の検討の前提として，労働契約における基本給等の定めにつき，通常の

労働時間の賃金に当たる部分と割増賃金に当たる部分とを判別することがで

きることが必要であり（最高裁平成３年（オ）第６３号同６年６月１３日第

二小法廷判決・裁判集民事１７２号６７３頁，最高裁平成２１年（受）第１

１８６号同２４年３月８日第一小法廷判決・裁判集民事２４０号１２１頁，

最高裁平成２７年（受）第１９９８号同２９年２月２８日第三小法廷判決・

裁判所時報１６７１号５頁参照），上記割増賃金に当たる部分の金額が労働
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基準法３７条等に定められた方法により算出された割増賃金の額を下回ると

きは，使用者がその差額を労働者に支払う義務を負うというべきである（上

告審判決）。 

 ⑵ 控訴人と被控訴人との間においては，本件時間外規程に基づき支払われる 

  もの以外の時間外労働等に対する割増賃金を年俸１７００万円に含める旨の 

  本件合意がされていたものの，このうち時間外労働等に対する割増賃金に当 

  たる部分は明らかにされていなかった（原判決第３の３ ア ）。そうする 

  と，本件合意によっては，控訴人に支払われた賃金のうち時間外労働等に対 

  する割増賃金として支払われた金額を確定することすらできないのであり， 

  控訴人に支払われた年俸について，通常の労働時間の賃金に当たる部分と割 

  増賃金に当たる部分とを判別することはできない。 

   したがって，被控訴人の控訴人に対する年俸の支払により，控訴人の時間 

  外労働及び深夜労働に対する割増賃金が支払われたということはできない 

  （上告審判決）。 

６ 一部弁済について 

  控訴人の割増賃金のうち合計１３４万３５２５円が弁済されたことは争い 

  がないから，その残額は２７３万１６４５円となる。 

 ⑵ 被控訴人は，前提事実 の付加金１１万２３３４円の弁済供託も，割増賃 

  金の支払とみるべきである旨主張する。 

   しかし，上記弁済供託は，割増賃金とは異なる付加金（原審が認容し，被

控訴人が弁済供託した割増賃金に対するもの）についてされたものであるか

ら，被控訴人の上記主張は採用することができない。 

７ 付加金請求について 

  原判決において，時間外の労働時間が３２３時間２３分（３２３．３８時 

 間）と認定され，差戻し前の控訴審判決においても，この認定は維持されたこ 

 と，上告審判決において，被控訴人の控訴人に対する年俸の支払により，控訴 
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 人の時間外労働及び深夜労働に対する割増賃金が支払われたということはでき 

 ないとされたのであるから，被控訴人は，割増賃金の額が相当額に上り，その 

 支払を命じられる可能性が高いことを十分に認識することができたことなど， 

 本件に顕れた事情を考慮すれば，被控訴人に対し，付加金として割増賃金の残 

 額と同額である２７３万１６４５円の支払を命ずるのが相当である。 

８ 当審における被控訴人の主張について 

   被控訴人は，本件合意は，控訴人による割増賃金の請求権を放棄する意思

表示を含むと主張する。 

 しかし，上記主張は，労働基準法１３条の趣旨に照らし，採用できない。   

なお，本件合意は，本件時間外規程に基づき支払われるもの以外の時間外労

働等に対する割増賃金については，年俸１７００万円に含まれる旨を合意し

たものであるから，控訴人が割増賃金の請求権を放棄する意思表示をしたと

は解されない。したがって，被控訴人の上記主張はこの点からも採用するこ

とができない。 

⑵ 被控訴人は，年俸（賞与を除く部分）１４４２万円の合意について，合理

的に解釈すると，年間法定労働時間分の労働の対価と年間出勤日の午後５時

３０分から午後９時までの時間外労働の対価として合意したものと解される

ところ，通常の労働時間の賃金部分と年間出勤日の午後５時３０分から午後

９時までの時間外労働の割増賃金部分を容易に算定することができるから，

本件時間外規程に基づき支払われるもの以外の時間外労働等に対する割増賃

金については，年俸１７００万円に含まれる旨の本件合意に基づく，被控訴

人の控訴人に対する年俸の支払によって，控訴人の上記時間外労働の割増賃

金は，支払済みと評価されるべきである旨主張する。 

    しかし，控訴人と被控訴人との間においては，本件時間外規程に基づき支 

   払われる以外の時間外労働等に対する割増賃金を年俸１７００万円に含める 

   本件合意がされたところ，本件雇用契約の契約書（甲１）及び本件時間外規 
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程（甲８）には，月額の本給と諸手当（役付手当，職務手当，調整手当，初 

月手当）の区分とその額及び時間外手当の対象となる時間外勤務の対象時間

を勤務日の午後９時から翌日の午前８時３０分までと休日の緊急業務とする

ことが定められているにすぎず，年間法定労働時間分の労働の対価と年間出

勤日の午後５時３０分から午後９時までの時間外労働の対価の対応関係を示 

す記載はなく，また，被控訴人が控訴人にそのような説明をしたこともない 

（弁論の全趣旨）から，年俸の合意について，被控訴人の主張する解釈をす

ることはできない。 

    したがって，被控訴人の上記主張は採用することができない。 

  ⑶ 被控訴人は，合理的な理由に基づき控訴人の割増賃金請求を争っているか

ら，賃金の支払の確保等に関する法律６条２項，同法施行規則６条４号によ

り，遅延損害金を年１４．６％とする同法６条１項の適用はない旨主張する。     

この点について，本件における当事者双方の主張内容，事実関係，差戻し前

の第１審及び控訴審における判決等に照らせば，上告審判決が言い渡される

までは，被控訴人が，控訴人の割増賃金請求のうち差戻し前の第１審が認容

した金額を超えた部分を争うことについて，同法施行規則６条４号の合理的

な理由があり，上告審判決が言い渡された後は，合理的な理由はないという

べきである。 

    したがって，遅延損害金率は，上告審判決が言い渡された日である平成２

９年７月７日までは商事法定利率年６分，その翌日である８日以降は賃金の

支払の確保等に関する法律所定の年１４．６％とするのが相当である。 

  ⑷ 被控訴人は，控訴人の労働時間を管理しておらず，労働時間を知る余地は

なく，控訴人の割増賃金請求に応じなかったことについて，悪質とはいえな

いから，控訴人に付加金を課すべきではない旨主張する。 

 しかし，被控訴人が控訴人の労働時間を管理していなかったのは，被控訴

人の事情にすぎず，前記のとおり，静脈未承認記載簿やログイン・ログアウ
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ト記録に基づいて，控訴人の労働時間を算出することもできたというべきで

ある。 

   したがって，被控訴人の上記主張は採用することができない。 

 ９ 以上によれば，控訴人の割増賃金請求は，２７３万１６４５円並びにこれに

対する平成２４年１２月１１日から平成２９年７月７日まで年６分の割合によ

る金員及び同月８日から支払済みまで年１４．６％の割合による金員の限度に

おいて，付加金請求は，２７３万１６４５円及びこれに対する本判決確定の日

の翌日から支払済みまで年５分の割合による金員の限度において，いずれも理

由があるから認容し，その余は理由がないから棄却すべきところ，これと異な

り，控訴人の割増賃金請求を５６万３３８０円及びこれに対する平成２４年１

１月２８日から支払済みまで年１４．６％の割合による金員，付加金請求を１

１万２３３４円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済みまで年５

分の割合による金員の限度で一部認容し，その余を棄却した原判決は一部失当

であって，控訴人の本件控訴は一部理由があるから，原判決中，割増賃金及び

付加金の請求に関する部分を上記のとおり変更し，被控訴人の本件附帯控訴は

理由がないからこれを棄却することとして，主文のとおり判決する。 

   東京高等裁判所第２民事部 

               

               

         裁判長裁判官     白   石   史   子 

               

               

               

 裁判官     大   垣   貴   靖 
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 裁判官     矢   作   泰   幸 


